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国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（原子力機構）バックエンド研究開発部門東濃地科学センタ

ーでは，「地層処分技術に関する研究開発」のうち深地層の科学的研究（地層科学研究）の一環として，結

晶質岩（花崗岩）を主な対象とした超深地層研究所計画を進めている。超深地層研究所計画は，「第 1 段

階；地表からの調査予測研究段階」，「第2段階；研究坑道の掘削を伴う研究段階」，「第3段階；研究坑道

を利用した研究段階」の 3 段階からなる計画である。超深地層研究所計画では，「深部地質環境の調査・

解析・評価技術の基盤の整備」及び「深地層における工学技術の基盤の整備」を第1段階から第3段階ま

でを通した全体目標として定め，調査研究を進めている。 
本稿では，第3期中長期計画期間のうち、平成27年度から平成31年度までの深度500mまでの研究坑

道を利用して実施する調査研究の計画を取りまとめた。具体的には，原子力機構改革の中で必須の課題と

して抽出した①地下坑道における工学的対策技術の開発，②物質移動モデル化技術の開発，③坑道埋め戻

し技術の開発，の3つの研究開発課題の設定の考え方，必須の課題の内容，課題解決のための調査研究計

画などを取りまとめた。 
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The Mizunami Underground Research Laboratory (MIU) Project is being pursued by the Japan 

Atomic Energy Agency (JAEA) to enhance the reliability of relevant disposal technologies for 
geological disposal of High-level Radioactive Waste through investigations of the deep geological 
environment within the host crystalline rock at Mizunami City in Gifu Prefecture, central Japan. The 
project proceeds in three overlapping phases, “Phase I: Surface-based investigation Phase”, “Phase II: 
Construction Phase” and “Phase III: Operation Phase”. The MIU Project has been ongoing the Phase 
III, as the Phase II was concluded for a moment with the completion of the excavation of horizontal 
tunnels at GL-500m level in February 2014. The present report summarizes the research and 
development activities planned mainly in the GL-500m stage. 
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はじめに 
 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（原子力機構）は，原子力発電環境整備機構（NUMO）によ

る高レベル放射性廃棄物の地層処分事業と国による安全規制の両面を支えるため，国が定めた「独立行政

法人（当時）日本原子力研究開発機構が達成すべき業務運営に関する目標」（中期目標）1) 及び原子力機

構が作成した「独立行政法人日本原子力研究開発機構の中期目標を達成するための計画」（中期計画）2)に

基づき，地層処分技術に関する研究開発を進めてきた。超深地層研究所計画では，地層処分技術に関する

研究開発のうち深地層の科学的研究（地層科学研究）を進めてきている。 
原子力機構では，文部科学省日本原子力研究開発機構改革本部が決定した「日本原子力研究開発機構の

改革の基本的方向」（平成 25 年 8 月 8 日）3)を受けて，改革計画 4)を策定し公表した（以下，機構改革）。

その中の事業の見直しの一環として，瑞浪と幌延の 2 つの深地層の研究施設については，平成 27 年 3 月

までに予定していた研究開発成果の取りまとめを前倒しして平成 26 年 9 月末までに行うとともに，併せ

て深地層の研究施設で行うべき必須の課題を明確にすることとなった。研究開発成果については，成果報

告書 5)などに取りまとめられ公開されている。 
本計画書では，機構改革において抽出された第3期中長期計画期間における平成27年度から平成31年

度までの超深地層研究所計画における必須の課題の設定の考え方，必須の課題の内容，課題解決のための

調査研究計画などを取りまとめた。 
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1. 超深地層研究所計画の目標 
 

原子力機構バックエンド研究部門東濃地科学センターでは，地層処分技術に関する研究開発のうち深地

層の科学的研究（地層科学研究）の一環として，結晶質岩（花崗岩）を対象とした超深地層研究所計画を

進めている。本計画は，「第 1 段階；地表からの調査予測研究段階」，「第 2 段階；研究坑道の掘削を伴う

研究段階」，「第3段階；研究坑道を利用した研究段階」の3段階からなる。 
超深地層研究所計画では，第1段階から第3段階までを通した全体目標および各段階での段階目標も設

定している。なお，全体目標および段階目標の詳細については，日本原子力研究開発機構（2015）6)ほか

を参照されたい。なお，本計画書で取り扱う必須の研究開発課題については，「研究坑道を利用した研究段

階（第3段階）」として実施するものである。 
 

【全体目標】 
①深部地質環境の調査・解析・評価技術の基盤の整備 
②深地層における工学技術の基盤の整備 
【段階目標】 
(1) 地表からの調査予測研究段階（第１段階）の目標 
①地表からの調査研究による地質環境モデルの構築および研究坑道掘削前の深部地質環境の状態の把  
 握 
②研究坑道の詳細設計および施工計画の策定 
③研究坑道の掘削を伴う研究段階等の調査研究計画の策定 

(2) 研究坑道の掘削を伴う研究段階（第2段階）の目標 
①研究坑道の掘削を伴う調査研究による地質環境モデルの構築および研究坑道の掘削による深部地質 
環境の変化の把握 

②研究坑道の施工・維持管理にかかわる工学技術の有効性の確認 
③研究坑道を利用した研究段階の調査研究計画の策定 

(3) 研究坑道を利用した研究段階（第3段階）の目標 
①研究坑道を利用した調査研究による地質環境モデルの構築および研究坑道の掘削から維持管理・閉鎖 
に伴う深部地質環境の変化の把握 

②深地層における工学技術の有効性の確認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

JAEA-Review 2016-004

- 2 -



JAEA-Review 2016-004 

- 3 - 

2. 超深地層研究所計画の必須の課題 
 

2.1 必須の課題の設定の考え方 
改革計画において，深地層の研究施設計画については，平成 27 年 3 月に「精密調査前半」に資するこ

とを目的とした成果を取りまとめるとともに，必須の課題を明確にした今後の計画の策定を，平成26年9
月末までに行うこととしていた。これに基づき，超深地層研究所計画（瑞浪）（結晶質岩）及び幌延深地層

研究計画（堆積岩）の2つの深地層の研究施設計画において今後実施すべき必須の課題を検討した。これ

まで，瑞浪では深度500mまで，幌延では深度350mまでの立坑掘削と水平坑道を展開しながら，地質環

境を調査・評価する技術や深地層における工学技術の開発を着実に進めてきた。 
今後とも，長期にわたる地層処分事業の過程で科学技術の進歩や事業の進展状況等によって発生する研

究ニーズに継続的に取り組んでいく必要があり，計画の策定にあたっては，深地層の研究施設がこうした

長期の取り組みに対応する重要なインフラであることを念頭に置くことが必要である。 
深地層の研究施設計画に係る必須の課題の抽出は，以下の方法により進めた。 
－今後の課題の網羅的抽出と必要性の確認 
 当初の研究開発計画に対する第2期中期計画期間までの達成度を明らかにした上で，処分事業進

展段階（図2.1-1）に沿った必須の課題の抽出 
 第2期中期計画期間までに「精密調査前半」までに適用する技術・手法の整備をほぼ終了したた

め，今後は「精密調査後半」以降に適用する技術・手法の研究開発に重点化－選定条件に基づく

課題の必要性の確認 
 わが国は変動帯に位置するため安定大陸と比較して火山活動や地震活動などが活発であり，地質

構造が複雑であること，降水量が多く地下水が豊富であることなどに留意 
 設定した選定条件（諸外国での研究開発動向，国際的な課題，わが国固有の地質環境に係る課題，

成果の汎用性，処分事業への貢献度等）（図2.1-2）を踏まえた，課題の必要性の確認 
－国における最新の議論の考慮 
 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会「放射性廃棄物ワーキング

グループ」及び「地層処分技術ワーキンググループ」における議論等を考慮 
－地層処分基盤研究開発に関する全体計画（平成 25 年度～平成 29 年度）7)に示された課題等との比較

による確認 
 原子力発電環境整備機構（NUMO）による課題（「地層処分事業の技術開発計画」）8)と比較（図

2.1-3）し，それら課題の整合性を確認 
 関係研究開発機関及びNUMOからなる「地層処分基盤研究開発調整会議 運営会議・統合WG」

において紹介された「精密調査後半」以降に必要となるNUMO の技術開発ニーズに対して，必

須の課題の十分性を確認 
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図2.1-1 処分事業の進展段階と研究成果の要点と反映先 
 

 
図2.1-2 わが国の深地層の研究施設計画において解決すべき課題の確認 

（瑞浪超深地層研究所の例） 
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フィード
バック

フィード
バック

知識の反映 知識の反映

2014年度

研究成果の
取りまとめ

研究成果の
取りまとめ

それらの技術は諸外
国では概ね開発され

ている

諸外国で開発され
た既存の技術は存

在するか？

日本で既存技術
が活用可能か？

それらの技術が適用可能であれば，
それらの課題は将来のMIU計画の

対象とはしない
（e.g. 単一割れ目）

その他の研究開発
課題と共通の課題
は必要な課題
→③

実際の処分場の初期状態を
大きく変化させてしまうような
実証的試験は先行的にサイ
ト以外で行うべき課題
→①、②

急務ではないものは，将来のMIU
計画の対象としない

それらの技術・方法論は，サイトスペシックな特性に応じた改良を加えることにより，活用可能である

①地下坑道における工学的対策
技術の開発

・大規模湧水に対するウォータータ
イトグラウト技術

・地下水管理技術

実際のサイトのスペシフィックな環境
でしかできないものは，将来のMIU計

画の対象とはしない
（e.g. 割れ目帯区分の水平分布，断

層の前方探査事例の蓄積）

技術の実証は処分事業の進展に応
じて段階的に進められているため，
それらの技術は，諸外国でもまだ実

証されていない

海外の施設で一緒に
R&Dを行うことはでき

ないのか？

安全評価に使用される地質
環境の初期状態の信頼性に
大きな影響を与える課題は
急務の課題
→②

②坑道埋め戻し技術の開発*

・坑道閉鎖に伴う環境回復試験技術
・長期モニタリング技術の開発など

日本特有の天然現象（e.g. 
地震・断層活動，隆起/侵
食）に関連した課題である
ため，諸外国では実証さ

れていない

③物資移動モデル化技術の開発
・長期的な変遷を含めた地下深部における

わが国固有の亀裂ネットワーク中の地下
水流動・物質移動試験及びモデル化**

震災の経験から，天然現象の
不確実性への適切な配慮など
が指摘されており，処分事業
を進める上でも急務の課題
→③

日本の他の地域の結晶質岩における調査，解析，評価に活用できるのか？

今，それらの課題に対する研究開発が必要なのか？
実際のサイトにおいて調査・試験を行うことが，より合理的ではないか？

日本特有の地質環境（e.g. 複雑な割れ目（充填物，ネットワーク構造），複雑な断層，高い湧水量，地下施設
による地質環境への大きな影響，地下水循環の早さ，移流/拡散場の複雑な分布）へ適用可能な技術の開

発が必要

必須の課題

**：地下深部におけるわが国固有の亀裂ネットワーク
中の地下水流動・物質移動及びモデル化手法の開
発、地質環境の長期変遷解析技術の開発（深部地
下水の起源・滞留時間の理解を含む）

*：これまで海外でも試みられてきている試
験（e.g.坑道規模水理試験、酸化還元緩
衝試験、岩盤力学-水理-地球化学複
合現象調査）は、「坑道埋め戻し技術の
開発」として統合・合理化

研究開発課題の必要性の確認の流れ
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図2.1-3 「地層処分事業の技術開発計画」8)の課題と必須の課題との対比 
 

2.2 抽出した必須の課題 
上述の考え方を踏まえて抽出した必須の課題を以下に示す。 
－地下坑道における工学的対策技術の開発（大規模湧水に対するウォータータイトグラウト技術，地下

水管理技術） 
 深度 500m の研究坑道において，坑道への湧水量をプレグラウトとポストグラウト（図 2.2-1）

の組合せによって制御可能とするウォータータイトグラウト施工技術を実証する。また，地下水

排水処理技術等の地下水管理技術の高度化にも取り組む。 
 
－物質移動モデル化技術の開発（長期的な変遷を含めた地下深部におけるわが国固有の亀裂ネットワー

ク中の地下水流動・物質移動に関する試験及びモデル化技術） 
 深度500mの研究坑道において，花崗岩中の割れ目での物質の移動現象を理解し，モデル化する

ための調査解析を実施する。また，割れ目の透水性及び地下水流動・水質の長期的変化や地下水

流動の緩慢さを明らかにするための調査を実施する（図2.2-2）。 
 

NUMOがJAEA等に期待する技術開発（抜粋） 海外機関による意義例
（処分場建設段階にある先行例）

JAEAの必須の課題

地質環境特性の把握
○深地層研究による地質環境特性の総合的な調査・評
価技術の構築

○地質環境特性の調査・評価技術の高度化

人工バリアの設計・施工
○人工バリアに対する複合現象を考慮した長期性能変
化に関する評価手法の高度化

○深地層の研究施設坑道を活用した緩衝材、埋め戻し
材およびプラグの設計、施工と性能確認

○回収が必要となる状態の設置および処分方式に応じ
た回収技術の整備

地下施設の設計
○調査の進展に応じた施設設計の更新方法の具体化
○亀裂評価と廃棄体定置基準の基本方針の提示
○深地層の研究施設の坑道を活用したグラウト設計技
術の実証および性能確認

安全評価
○地下調査施設での実証手法および手順の明確化

（現象のモデル化とシステム性能評価モデルの更新など
にかかる実データの取得）

安全設計（深地層研究施設の知見提供）
○地下坑道建設・維持管理などにおける安全対策の知
見

○深部地下地震観測による地震動特性の把握と知見提
示

モニタリング
○地下坑道でのモニタリング意義検討、パラメータ・計測
通信装置検討

○坑道掘削に並行した地上からのモニタリング技術
○人工バリアシステム機能と閉鎖後長期安定性に関する
モニタリング技術

○制度的管理・回収可能性にかかわるモニタリング技術

【幌延】
実際の地質環境におけ
る人工バリアの適用性
確認

処分概念オプションの
実証

地殻変動に対する堆積
岩の緩衝能力の検証

【瑞浪】
地下坑道における工学
的対策技術の開発

物質移動モデル化技術
の開発

坑道埋め戻し技術の
開発

○安全機能指標基準、設計基準策定
などに用いるデータ取得、利用可能
な最善技術の実証

○同上

○安全機能指標基準、設計基準策定、
シナリオ解析

○利用可能な最善技術の実証、シナリ
オ解析、安全機能・設計基準策定

○シナリオ解析、利用可能な最善技術
の実証、安全機能指標基準

○利用可能な最善技術の実証
○安全機能指標・設計基準策定
○利用可能な最善技術の実証、シナリ
オ解析、安全機能指標・設計基準

○利用可能な最善技術の実証、安全
機能指標基準、シナリオ解析

（シナリオ解析、安全機能指標・設計基
準）

○安全機能指標・設計基準策定、利用
可能な最善技術の実証

○安全機能指標・設計基準策定、シナ
リオ解析

○安全機能指標・設計基準策定、利用
可能な最善技術の実証、シナリオ解析

○同上
○同上

○安全機能指標・設計基準策定
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図2.2-1 地下坑道における工学的対策技術の開発 
（「大規模湧水に対するウォータータイトグラウト技術」に関するポストグラウト工事のイメージ） 

 
 

 
 

 

 
図2.2-2 物質移動モデル化技術の開発 

（左図：割れ目分布モデルの例、右図：研究坑道内での物質移動試験の例） 
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－坑道埋め戻し技術の開発（坑道閉鎖に伴う環境回復試験技術、長期モニタリング技術など） 
 深度500mの研究坑道において，坑道の一部を埋め戻し，地下水を自然に冠水させることによっ

て，地下水の水圧・水質及び坑道周辺岩盤の化学的・力学的変化を観察し，地質環境の回復能力

等を評価するとともに，地質環境に応じた埋め戻し技術の構築を目指す。また，長期の観測に必

要なモニタリング技術の開発も実施する（図2.2-3）。 
 

 
図2.2-3 坑道埋め戻し技術の開発 

（左図：再冠水試験のイメージ、右図：モニタリング装置の例） 
 
 
 

2.3 施設計画（坑道展開） 
これまでの成果から，地質環境の調査・モデル化技術は，ほぼ確立している。また，深度500mまで展

開した坑道に，大規模湧水箇所や，特性の異なる割れ目が分布する領域の存在を確認している。このため，

深度500mまでで必須の課題に取り組む場が確保可能である。なお，深部塩水系地下水の起源・滞留時間

を把握するための深度500m以深の深層ボーリングを実施する計画である（図2.2-4）。 
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図2.2-4 超深地層研究所計画の必須の課題と研究実施場所 
 
 

 
 
 
 
 

  

JAEA-Review 2016-004

- 8 -



JAEA-Review 2016-004 

- 9 - 

3. 調査研究計画 
 
3.1 地下坑道における工学的対策技術の開発 
地下深部においては一般に地下水圧が高く，坑道への湧水量が多いため，これらを適切に制御すること

は地下施設の維持管理費用の削減のみならず，周辺環境への影響を低減するために重要な事項である。瑞

浪超深地層研究所では，施工対策技術の一環としてグラウト技術を適用するとともに，地下水浸透理論に

もとづく解析による湧水抑制の評価手法を構築してきた。また，プレグラウトを実施した領域から岩石試

料を採取し，グラウトの充填状況や周辺岩盤に与える影響を各種分析により把握した。さらに，地下水に

含まれるフッ素とホウ素を除去する方法について検討し，捕集材やイオン交換樹脂の適用性を評価した。

今後は，坑道への湧水量をさらに低減する抑制技術の開発を行うとともに，排水処理技術の開発を行う。 
 

3.1.1 地下水抑制技術の開発 
プレグラウトとポストグラウトを併用することにより，グラウトによる改良範囲の拡大あるいは透水係

数のさらなる低減により湧水を抑制する。深度500m研究アクセス南坑道を対象にポストグラウトを実施

し，坑道湧水量の変化を把握することで抑制効果を評価する。岩盤の透水係数に応じた材料（超微粒子セ

メントや溶液型グラウト）の選定や注入方法，効果的な注入孔の配置，改良範囲外への湧水の回り込みを

抑制する方策についての知見を得る（図3.1-1）。 
 

3.1.1.1 ウォータータイトグラウト施工技術の実証 
①これまでの研究成果 
 ウォータータイト構造とは，空洞内に地下水等の湧水を抑制するための構造のことである。このような

構造は，深度の浅い場所で地下水利用等の観点から，地下水面の低下などが問題となる場合に適用される

事例があるが，地下坑道のような地下深部の構造物においても，長期間の排水により地表付近の環境が変

化する可能性がある場合にも，そのような構造が必要となる。 
 このような構造では，地下水圧が支保工に直接作用することになるため，その圧力も考慮した設計がな

される必要があるものの，瑞浪超深地層研究所では設計時には通常のトンネル等と同様，地下空洞内への

地下水の湧水を許容する設計となっていることから，この視点での技術開発は実施してきていない。この

ため，湧水量を可能な限り低減する手法としての検討を実施する。 
②実施内容 
 ・プレグラウト範囲を対象としたポストグラウトの実施 
 ・坑道湧水量の変化の把握 
グラウトによる湧水抑制効果は地下水の浸透問題として坑道への湧水量を算定する式に基づいて表現

することが可能である。この際には注入範囲の広さとその透水係数を設定する必要がある。プレグラウト

とポストグラウトの組み合わせの算定式を求めて，その妥当性をグラウト後の湧水量の実測値と対比する

ことで算定式の有効性を評価する。 
 ・グラウトによる湧水量の低減効果を表現することが可能な理論式の構築 
 ・湧水量の実測値と解析結果の対比による理論式の妥当性の評価 
 

3.1.1.2 施工対策影響評価技術の開発 
①これまでの研究成果 
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わが国の地質環境は，諸外国と比べて割れ目が多く地下水が豊富であり，処分場建設時には，坑道の保

坑や止水対策等で多量のセメント（支保，グラウト，インバート），鋼材（ロックボルト，鋼製支保）等の

人工材料が使用される。人工材料の使用は，岩盤の長期的な劣化や地下水への化学的な影響が生じると考

えられる。また，これまでに検討してきたニアフィールドコンセプトでは，坑道周辺に施工される人工材

料の影響は未考慮であった。平成 24 年度までに，研究坑道の掘削時に使用されたグラウト材料（セメン

ト）が，坑道周辺の地質環境に及ぼす影響を把握・評価するための技術開発を目的として，各種室内分析

を実施してきた。 
②実施内容 
今後も引き続き，経年変化を把握するとともに，覆工や吹付けコンクリートの影響についても評価を行

う。 
 ・グラウト材料による周辺岩盤への影響調査 

 グラウト材料の充填状況や止水効果の経年変化の調査 
 グラウト材料接触部の岩盤の経年変化の調査 

 ・覆工コンクリート・吹付けコンクリートによる周辺岩盤への影響調査 
 覆工コンクリート・吹付けコンクリートの経年変化の調査 
 接触部の岩盤の経年変化の調査 

 ・施工対策影響を評価する調査手法，モデル化・解析技術の妥当性評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3.1-1 ポストグラウトによる湧水抑制評価の概念 
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3.1.2 地下水管理技術の開発 
3.1.2.1 地下水排水処理技術の開発 
現在，研究坑道への湧水には自然由来のフッ素，ホウ素が含まれており，凝集沈殿処理およびイオン交

換処理によって環境基準値を下回る濃度として放流している。また，近年公共工事などで自然由来の重金

属による地下水汚染や土壌汚染が確認され，その対策が求められている。そこで，下記内容について文献

調査を行う。 
・排水中のフッ素，ホウ素処理技術の現状の把握 
・自然由来の重金属による汚染事例や対策技術の調査 
なお，規制基準などは将来変わりうる可能性があることを念頭に置き，文献調査とそれに基づく研究課

題の抽出を実施するとともに，必要に応じて室内試験などを実施する。 
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3.2 物質移動モデル化技術の開発 
第2章で述べた必須の研究開発課題の抽出にあたって，日本の地質環境の特徴を地層処分事業や地層処

分に係る研究開発を進めている諸外国（スウェーデンなど）の地質環境を比較しつつ整理した。日本列島

は変動帯に位置し，岩盤の地質年代が若く，地温勾配が高いことが特徴であり，また，湿潤温暖な気候で

あるために，年間降雨量が多い。スウェーデンのHard Rock Laboratory（HRL）周辺でこれまでに得ら

れている知見と比較した結果を表3.2-1にまとめた。 
以後で述べる研究計画については，これらの特徴を考慮して立案した。 

 
表3.2-1 日本の地質環境の特徴 

 
 
 
本研究では，日本の結晶質岩の特徴である割れ目が不均質かつネットワーク状に分布にする岩盤につい

て，地質環境の長期変化を考慮しつつ，岩盤中の物質移動を調査・評価するための手法を整備することを

目標とする。この目標を達成するために，以下の2つの課題を設定し，それぞれの課題について，タスク

に分けて調査研究を実施する。 
○課題1：不均質な割れ目ネットワークのモデル化手法の開発 
1-①実際の割れ目の性状を考慮した割れ目ネットワークのモデル化手法の整備 
1-②花崗岩中での物質移動現象の理解 
1-③物質移動におけるコロイド，有機物，微生物の影響因子の評価 
○課題2：地質環境の長期変遷に関する解析・評価技術の開発 
2-①断層などの影響を含めた地質環境特性の長期変遷解析技術 
2-②地下水の長期隔離に関する深部塩水地下水の起源・滞留時間の把握  
 

 

 

要素 日本：瑞浪URL スウェーデン：ＨＲＬ

岩体
隆起速度
地温勾配

・7000万年前に形成
・7000万年前から現在までの平均隆起速度
は 約0.15mm/年

・地温勾配：1.7℃/100m
（日本の平均地温勾配：3℃/100m）

・18億年前に形成
・2億年前から現在までの平均隆起
速度は 約0.02mm/年

・地温勾配：1.5℃/100m

断層/割れ目頻度 約11本/m （深度300m坑道壁面） 2.5～6.5本/m

岩盤の透水係数 透水係数： 10-8-10-6m/s 透水係数： 10-10-10-8m/s

変質の程度 全体の約30％ 約10％

割れ目充填物 約30％の割れ目に粘土充填物（未固結）が
ある。

粘土充填物はほとんど無い。

断層の認識性 ・100～200mの被覆層が存在
・断層規模が被覆層と花崗岩で異なる。

・被覆層は存在しない
・露頭調査、トレンチ調査などにより
把握可能

地下水の流動
地下水の化学的特性

・年間降雨量：1500mm
・年間平均気温：13℃
・地下水の塩分濃度：低(200-400mg/L)

・年間降雨量：675mm
・年間平均気温：6.5℃
・地下水の塩分濃度：高(800-
14300mg/L)
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3.2.1 不均質な割れ目ネットワークのモデル化手法の開発 
3.2.1.1 実際の割れ目の性状を考慮した割れ目ネットワークのモデル化手法の整備 
①これまでの研究成果 
これまでの研究では，主として深度300mステージの水平坑道掘削時に実施した坑道壁面観察の結果と

研究坑道から掘削したボーリング孔のコア観察や物理検層の結果などを使用して地質構造モデルの更新を

行ってきた。また，深度500mステージの水平坑道掘削時に実施した坑道壁面観察やパイロットボーリン

グ孔のコア観察結果から，卓越する割れ目の方向の概略を把握した。 
透水性割れ目の検出技術については，地上からのボーリング孔を利用した流体検層（電磁フローメータ

検層，電気伝導度検層など）により，透水係数が 10-9～10-8 m/s よりも大きい割れ目の検出が可能となっ

た。一方で，坑道から掘削した高湧水圧環境下のボーリング孔を利用した場合は，ボーリング孔からの湧

水が多いため，地上からの場合と同様の精度で透水性割れ目を検出することが困難であった。 
割れ目ネットワークのモデル化については，DFN（Discrete Fracture Network）モデルに基づく地下

水流動解析を試行した。具体的には，物質移動経路沿いの実流速と移動距離から得られる地下水の移動時

間を評価指標として，割れ目の地質学的特性や水理学的特性が，それに及ぼす影響について検討した（図

3.2-1）。地質学的パラメータや水理学的パラメータといった割れ目のパラメータ間の関連性の有無がモデ

ル化や解析結果に与える影響を評価した結果，それらの関連性の有無が解析結果（移動時間）に影響を与

えることを確認した。 
 

 

 

図3.2-1 DFNモデルに基づく地下水流動解析のアプローチ 
 

②実施内容 

i)調査 
深度500m研究アクセス南坑道では，割れ目分布や連続性などを把握するためのボーリング孔が少ない

ことから，ボーリング調査を複数孔実施する。ボーリング孔掘削長，本数については，坑道掘削前後のグ

ラウトの実施範囲，想定される湧水圧・湧水量，借地境界などを考慮して決定するが，掘削長30m程度，
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6 孔程度が必要と考えられる（図 3.2-2）。これらのボーリング孔については，割れ目の特性把握，物質移

動試験，坑道埋め戻し試験のモニタリングを目的としてする。 
ii)解析 
深度500m研究アクセス南坑道および北坑道の掘削時の壁面観察結果とパイロットボーリング孔のコア

観察結果などを用いて，研究坑道周辺の割れ目分布のモデル化を実施する。モデル化には DFN モデルを

用いることとし，パラメータ間の関連性を考慮した割れ目の統計量算出方法を検討するなどのモデル化手

法の検討を実施する。 
また，DFN モデルを用いた地下水流動解析や粒子追跡線解析によって，モデルに取り込む水理地質構

造の違いが物質移動特性（遅延性能）に与える影響を感度解析的に評価する（図3.2-3）。 
iii)技術開発 
高透水性から核種の遅延効果が期待できる低透水性に至る幅広い透水性の割れ目を，坑道から掘削した

高湧水圧環境下のボーリング孔を用いて連続的に調査可能な検層技術を開発する。 

 

図3.2-2 深度500mステージにおけるボーリング調査予定位置 
 

 

図3.2-3 水理・物質移動特性評価のためのモデル構築の流れとそれに関わる課題の抽出 

主立坑換気立坑
ボーリング調査
実施予定位置
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3.2.1.2 花崗岩中での物質移動現象の理解 
①これまでの研究成果 

地上からのボーリング調査，坑道壁面観察，研究坑道からのボーリング調査などの結果から，物質の移

動経路となり得る断層や割れ目を抽出した。これらの断層や割れ目を，主に地質学的な観点から充填鉱物

の種類・有無，割れ目近傍の母岩の変質の程度・色調，透水性，断層・割れ目の形成時期などに着目して

タイプを分類した（図3.2-4）。 
 

 
 

図3.2-4 深度300mステージで観察された割れ目の特徴 
（割れ目の透水性とその地質学的特徴のまとめ） 

 
これらのタイプの割れ目のうち，一部について室内において透過拡散試験を実施した（図3.2-5）。その

結果，変質試料においては未変質試料より相対的に大きい実効拡散係数値が得られている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図3.2-5 透過拡散試験結果 
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原位置試験については，深度300mボーリング横坑において，ボーリング調査およびボーリング孔を利

用した単孔式および孔間の物質移動試験を実施した。 
②実施内容 
深度300mボーリング横坑において実施した物質移動試験結果の解析を進め，花崗岩中での物質移動に

関するパラメータ値を取得する。また，深度500m研究アクセス南坑道において掘削するボーリング孔を

利用して，単孔式および孔間の物質移動試験を実施し，物質移動に関するパラメータを取得する。これら

の試験については，国内の研究機関との共同研究などを活用して実施する。 
花崗岩中でのミクロスケールでの物質移動現象を解明するために，透水性割れ目およびその周辺の岩石

を採取し，室内における物質移動試験を実施する。また，長期にわたる物質移動現象を把握するために，

透水性割れ目と，その周辺岩盤および地下水を対象として，割れ目に沿った天然トレーサー物質（ウラン

系列核種，トリウム系列核種，希土類元素など）の分布を把握する。 
これらの結果については，日本国内の花崗岩や海外の花崗岩類について取得されたデータと比較検討し

つつ，土岐花崗岩中での物質移動現象の評価を進める。また，上述の地下水流動解析や物質移動解析の入

力パラメータとして整備する。 
 

3.2.1.3 物質移動におけるコロイド，有機物，微生物の影響因子の評価 
①これまでの研究成果 
地上から掘削したボーリング孔から採取した地下水を利用して，地下水中の微生物の存在の有無の確認，

硫酸還元菌および鉄関連細菌についての生細菌数の測定が行われた。その結果，106 cells/ml程度の全菌数

であり，これは海洋細菌の現存量に匹敵するものであった。また，特定の深度においてのみ硫酸還元菌が

検出されることから，地球化学的な条件を反映して微生物の群集構造が形成されていることが示唆された。 
物質移動に対する地下水中のコロイドの影響を把握するための原位置調査技術を開発するために，研究

坑道から掘削したボーリング孔において，湧水圧を利用した限外ろ過法により地下水中のコロイドを捕集

するシステムを構築し，原位置調査への適用性を確認した。このシステムでは，地下水と装置が接触する

部分を不動態化処理することにより，部材からの鉄の溶出を低減している。地下水中の有機物の影響に関

する調査では，放射性核種のアナログ元素として有効な希土類元素に着目した調査を実施した。地下水中

のコロイドを限外ろ過法によりサイズ分画した上で，サイズ分画ごとの希土類元素濃度の分析を行った。

その結果，希土類元素は有機物（フミン酸）と錯体を形成し，かつコロイド態で地下水中に存在すること

が示された。地下水中の微生物の影響に関しては，その調査時のボーリング掘削水による地下水の汚染が

調査結果に影響を与えるため，ボーリング掘削水を紫外線で減菌してから使用するシステムを構築し，現

場調査に適用した。ここで構築したシステムの適用により，掘削水中の生菌数をシステム適用前の 1/4～
1/5 に低減することが可能となった。また，地下水中の微生物の活性を評価することを目的に，地下水に

種々の電子供与体を添加して微生物の遺伝子解析を実施した。その結果，添加する電子供与体の種類によ

り優勢となる微生物種が異なることが明らかとなった。 
②実施内容 
主に研究坑道内において，これまでに掘削したボーリング孔および新規ボーリング孔を利用して地下水

の採取・分析を行い，地下水中のコロイド，有機物，微生物の濃度や元素濃度との相関や，コロイドなど

が物質移動に果たす役割を評価する。 
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3.2.2 地質環境の長期変遷に関する解析・評価技術の開発 
3.2.2.1 断層などの影響を含めた地質環境特性の長期変遷解析技術 
①これまでの研究成果 
地質環境の長期変遷に影響を及ぼす可能性が高いと考えられる，隆起・沈降・侵食，地形変化，割れ目

や断層などの地質構造の形成発達史および過去の応力変化に関する研究を進めてきた。この研究を通じて，

過去から現在までの地形，地質構造の長期変遷を推定するための技術的知見を蓄積してきた。 
結晶質岩においては，割れ目は地下水の主な流動経路と考えられる。そこで，東濃地域において事例研

究として，割れ目の形成や発達に影響を及ぼすと推定される，過去から現在までの隆起・沈降・侵食の履

歴とそれに関連する地形変化，過去から現在までの応力変化に関する検討結果を統合し，地質事象の変遷

を取りまとめた。 
地球化学環境の長期変遷のうち酸化還元状態の長期変動については，酸化還元状態に応じて溶解・沈殿

する水酸化鉄や黄鉄鉱などの含鉄・含硫黄鉱物が指標になる。これらの鉱物が地下水に対して未飽和の場

合は，それぞれの溶解速度で長期的に溶解，消失してしまうため，存在が確認できた場合には，その沈殿

年代以降，地下水が，これらの鉱物に対して飽和もしくは平衡状態にあったことを示唆する。したがって，

それらの鉱物の分布状態を把握した上で，各鉱物が飽和・平衡状態となる酸化還元電位を見積もることで

変動可能性範囲を推測できる。 
東濃地域における含鉄・含硫黄鉱物の分布については，花崗岩を覆う堆積岩において地表から深度約

30m 付近まで酸化鉄が観察され，深度約 60m 以深では硫化物が観察されている。花崗岩においては，深

度百数十mまで酸化鉄が観察される割れ目が存在する一方で，酸化鉄が分布しない割れ目では，深度に依

存せず黄鉄鉱が普遍的に割れ目表面に観察される。そのため，表層から深度百数十mまで，割れ目の連続

性や連結性に応じて不均質に酸化的な地下水が浸透していると推測される。 
②実施内容 

地上からの調査および研究坑道での調査によって取得された情報を活用して，地質環境特性の長期挙動

を理解するための一連の調査・解析手法の検討を行う。主に研究坑道の壁面観察および研究坑道から実施

したボーリング調査の情報を用いて，断層運動や熱水活動などの天然現象の履歴と，それらが地質環境に

及ぼす影響を推定する調査技術について検討する。天然現象の履歴については，坑道壁面の観察情報を踏

まえて，割れ目と貫入岩の分布の関係や，割れ目充填鉱物の種類や形成年代に関する情報の取得・解析を

行い，主にボーリング調査によって地質環境特性の長期挙動を理解するための調査手順を整備する。天然

現象が地質環境に及ぼす影響については，花崗岩中の割れ目と割れ目充填鉱物，周辺岩盤の変質鉱物の分

布や種類に関する情報の解析を行い，鉱物の形成年代や剪断性構造に関する情報を用いて，断層運動が地

質環境に及ぼす影響に関する基礎的な情報を整備する。 
また，断層運動などの天然現象が地質環境に及ぼす影響の程度や範囲に関する履歴を推定する技術の整

備を目的として，深度300mステージおよび深度500mステージで実施されたボーリング調査や研究坑道

の壁面観察で取得されたデータとボーリングコアなどを利用して，断層運動に伴う割れ目の特徴の変化に

関する検討を実施する。 
さらに，地上から掘削されたボーリング孔や研究坑道で得られた情報を活用し，天然現象が地質環境に

及ぼす影響に関する情報の蓄積と，深度方向の割れ目分布および割れ目充填鉱物の形成履歴の把握に向け

た調査の手順と適用範囲の検討を実施する。そのため，深度方向の割れ目の充填鉱物の組み合わせや分布

などの特徴を整理・解析する。この結果に基づき，隆起・沈降・侵食といった天然現象に伴う割れ目の特

徴の変遷およびサイトスケール（数km×数km）における割れ目の区分について検討する。 
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上述の検討結果と過去の地質学的変遷に関する情報を組み合わせて，断層および割れ目の形成過程のモ

デル化を行うとともに，地質環境特性の長期挙動を理解するための一連の調査・解析手法を検討する。 
 

3.2.2.2 地下水の長期隔離に関する深部塩水地下水の起源・滞留時間の把握  
①これまでの研究成果 
これまでに広域地下水流動研究や超深地層研究所計画で実施した深層ボーリング調査により，地下水水

質の深度分布を把握し，その他の解析結果と合わせて地球化学モデルを構築した（図3.2-6）。 
②実施内容 
地下水流動の緩慢さを明らかにすることを目的として，深部花崗岩（地表からの深度 1,500m 以深）の

地下水の水質や起源などの地球化学特性および水質形成機構を明らかにするために，研究坑道などからボ

ーリング調査を実施し，ボーリング孔からの地下水の採取，地下水の各種分析を実施する。また，大深度

のボーリング孔を利用して，水理試験や地下水採水調査を実施するための機器開発を実施する。 
 

 

 
図3.2-6 地上からの調査により構築された地球化学モデル 
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3.3 坑道埋め戻し技術の開発 
3.3.1 坑道閉鎖に伴う環境回復試験技術の開発 
3.3.1.1 冠水坑道での再冠水試験 
 本研究の目的は以下のとおりである。 
①地下施設の建設・操業により乱された地質環境の回復能力の例示と関連する技術の開発 
・坑道閉鎖時の坑道・施設スケールでの力学，水理，化学条件の変化（回復過程）の観測技術と解析技術

（ハードウェアとソフトウェア）の開発 
・先進的遠隔モニタリング技術（無線，光給電など）の開発 
・施設閉鎖後の地質環境の長期的変遷を推定する解析手法の開発 
②坑道閉鎖技術の提示 
・止水技術の実証 
・研究坑道埋め戻しに利用可能な埋め戻し材の選定 

 
これらの目的を達成するために，深度 500m 研究アクセス北坑道の先端約 40m の冠水坑道において，

止水壁を介して地下水による坑道冠水と排水を繰り返し行い，坑道周辺の力学・水理・化学変化を観測す

る（再現性の確認も含む）。観測データに基づき，坑道閉鎖後の水圧回復プロセス，坑道周辺の応力状態，

化学状態について基礎データを取得し，坑道閉鎖時の環境回復に関わる具体的な観測技術，解析技術（割

れ目や断層の多い日本の結晶質岩を念頭においた調査・解析技術）を提案する。再冠水試験は以下の手順

で実施する（図3.3-1）。 
すなわち，①坑道掘削前の水圧分布の確認，②坑道掘削，③冠水坑道でのモニタリング装置設置，④ボ

ーリングピットの埋め戻し，⑤止水壁の施工，⑥冠水および水圧回復（繰り返し），⑦ピット埋め戻し材の

回収・分析・評価，⑧坑道埋め戻し試験計画への反映，の手順で実施する。 
再冠水試験では，坑道閉鎖時・後の地質環境の変化を理解するための観測や技術開発について，坑道埋

め戻しに先立って実施し，効率的な現象の観察，技術（図 3.3-2）の整備を行う。なお，坑道埋め戻しに

付随する現象については，別途，坑道埋め戻し試験において検討を行う。 

 
図3.3-1 再冠水試験の流れ 
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図3.3-2 再冠水試験で実施する観測・技術開発内容 
 
(1)冠水坑道周辺の水理地質構造の確認 
冠水坑道周辺の地質構造，水理地質構造は，再冠水試験に関わる各種観測・解析を実施するための基本

情報として必要不可欠な情報である。また，下部割れ目低密度帯に相当する花崗岩を対象とした物質移動

特性評価のための基礎データでもある。 
①これまでの研究成果 
冠水に先立ち，坑道壁面観察および坑道周辺に掘削したボーリング孔のコア観察，冠水坑道底盤および

側壁面に沿った電磁レーダー探査，ボーリング掘削時や単孔式水理試験時の水圧応答などの測定結果に基

づき，冠水坑道周辺の割れ目分布・連結性を推定し，割れ目の分布をモデル化した（図3.3-3）。また，岩

盤損傷領域（EDZ）に関わる知見を得るため，屈折法弾性波探査および電気探査（比抵抗探査）を行った。 
その結果，冠水坑道壁面における湧水割れ目を同定するとともに，下部割れ目低密度帯に位置する冠水

坑道周辺の地質学的特徴として，深度 300m 研究アクセス坑道周辺（上部割れ目帯に位置）と比較して，

割れ目密度が低く，湧水割れ目が少ないことが明らかになった。また，坑道壁面から 1m未満の範囲に，

充填鉱物がなく，割れ目面に凹凸が認められる割れ目が坑道に沿って観察され，坑道壁面から1m 未満の

範囲に坑道掘削に伴うEDZが存在する可能性が示唆された。また，EDZの透水性の変化については，釜

石鉱山や東濃鉱山など多くのサイトにおいて様々な調査が実施されているものの，試験区間近傍に空洞が

あることの影響（境界条件の影響），短い試験区間設定の困難さ，試験点数が限定されることなどの理由か

ら，定量的な評価は困難であるのが現状である。一方，解析的な評価としては，クラックテンソルモデル

を用いた評価が挙げられる。瑞浪超深地層研究所におけるこれまでのクラックテンソルモデルによる推定

結果では，掘削に伴って坑道壁面に平行な割れ目が発生するとの仮定を設けた場合，最大で2オーダー程

度，透水係数が増加する結果が得られている。 
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図3.3-3 冠水坑道における割れ目分布と連結性 
 

②実施内容 
冠水時の水圧変化（水圧回復）のモニタリング結果や物質移動試験結果に基づき，再冠水試験の事前調

査結果に基づき構築した地質構造／水理地質構造モデルの妥当性確認および更新を行うとともに，3.2 節

で示した「物質移動モデル化技術の開発」での成果と併せ，日本特有の地質環境に応じた割れ目の調査・

モデル化手法の体系化に反映する。 
また，冠水させた坑道から地下水を排水した後に，物理探査（地中レーダー探査，弾性波トモグラフィ

および比抵抗トモグラフィ）を再度実施し，再冠水後の周辺岩盤の物性変化について確認を行う。ただし，

地下水排水後の冠水坑道壁面の状況を確認の上，実施の可否を検討する。 
冠水～一部排水～冠水時の斜坑側での湧水量の変化の観測を行い， EDZ やより広範囲の割れ目ネット

ワークを介した水みちの状態について推測する。その結果に基づき，地質環境条件に応じた止水プラグの

考え方などを整理する。 
 

(2)冠水時の周辺岩盤の水理－力学－化学特性の観測と解析 
地層処分事業では複数の坑道ごとに掘削，維持管理，閉鎖が並行して行われると考えられるが，再冠水

試験は，このような非定常の状況下（それぞれの場所で地下水の排水と冠水が行われる場合）の地質環境

変化に関わる貴重な研究事例となる。坑道閉鎖後の周辺の地質環境特性の長期変遷を推測するための概念

モデル，数値解析モデルを構築する上で考慮すべき現象（結晶質岩における坑道周辺の FEP，e.g.アルカ

リプルームなど）を例示するとともに閉鎖坑道におけるモニタリング技術を実証する。 
①これまでの研究成果 
冠水坑道周辺の水圧・水質・岩盤変位を観測するための観測系を構築し，観測を開始した（表 3.3-1）。

これらの観測により，冠水前の水圧・水質・岩盤変位に関わる初期状態を把握した。また，冠水後のそれ

らの変化に関して予備解析を実施した。 
 水圧・水質モニタリング装置設置用ボーリング孔 

13MI33号孔：掘削長 107.0 mabh 13MI38号孔：掘削長 102.1 mabh      
13MI39号孔：掘削長  16.5 mabh 13MI40号孔：掘削長 16.6 mabh 
13MI41号孔：掘削長   16.6 mabh 
13MI45号孔：掘削長  2.3 mabh 13MI46号孔：掘削長  2.3 mabh 
13MI47号孔：掘削長  2.3 mabh 13MI48号孔：掘削長  2.3 mabh 

mabh：meter along borehole axis 
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 冠水坑道内の観測地点 
坑道壁面のセメント吹付部，13MI39号孔のボーリングピット出口，冠水坑道手前側13MI42号

孔付近（底盤から約1mの高さ），冠水坑道奥側13MI39号孔付近（底盤から約1mの高さ） 
 岩盤変位計設置用ボーリング孔 

13MI42号孔：掘削長 11.6 mabh 
13MI43号孔：掘削長 11.6 mabh 
13MI44号孔：掘削長 11.7 mabh 
 

表3.3-1 水圧・水質観測区間の概要 

 
※冠水坑道内の観測区間①～④は図3.3-13に示す①～④の観測区間に対応 

 
 
冠水時の周辺岩盤の力学的挙動を把握するために，光ファイバ式岩盤変位計を開発した（図3.3-4）。計

測期間が少なくとも数年間にわたることと，計測される変位はmmオーダー以下が想定されたため，光フ

ァイバを利用したセンサーのうち，精度が高いファブリペロー方式を採用した岩盤変位計を開発した。フ

ァブリペロー方式とは，入射した光が2つのミラーで反射干渉し，これにより生じた干渉縞の変化でひず

みや変位などを検出するものである。1 ラインでの多点計測はできないものの，精度が良く比較的安価で

あることが特徴である。ボーリング孔内に設置するために，ばね式アンカーを備えた躯体にファブリペロ

ー式変位計を収納して5MPaの耐圧性を確保するとともに，計測区間を任意に設定できるように製作し設

置した。 
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図3.3-4 光ファイバ式岩盤変位計のシステム構成 
 
 

②実施内容 
岩盤変位の観測・解析：坑道近傍の観測孔において，冠水・排水時の岩盤変位を連続観測する。冠水状

態を年オーダーで継続し，長期的な岩盤変位の有無を確認する。観測結果に基づき，力学解析手法の妥当

性を確認する。 
透水性変化の観測・解析：冠水坑道近傍の観測孔における定期的な地下水採水作業時の水圧応答を継続

的に観測する。観測結果に基づき，冠水坑道と観測孔を連結する割れ目の透水性の変化（セメント材料に

よる割れ目の充填に伴う透水性変化など）の有無や程度を確認するとともに，割れ目の透水性の変化が坑

道閉鎖後の地下水流動解析結果に与える影響の確認を行う。 
水圧・水質変化の観測・解析：冠水坑道周辺および研究所用地周辺の観測孔において，冠水時の水圧変

化（水圧回復）を連続観測する。観測結果に基づき，事前に実施した冠水坑道周辺の水理地質構造のモデ

ル化手法や水理解析手法の妥当性を確認し，必要に応じてモデルの更新および手法の改良を実施する。ま

た，冠水坑道の地下水排水時に減圧することや，必要に応じて冠水時に冠水坑道内の地下水を加圧するこ

とによる周辺地下水の水圧応答を基に，坑道スケールの岩盤の透水係数の設定の考え方について検討する。

これらに基づき，坑道掘削前～閉鎖後に至る坑道スケール，施設スケールでの水圧回復を推定するための

モデル化・解析手法として整備するとともに，坑道閉鎖後の長期的な水圧変化の予測解析技術を構築する

（図3.3-5）。 
水質変化については，坑道近傍の観測孔において，冠水時の水質変化（酸化還元状態の変化）を連続観

測する。冠水状態を年オーダーで継続し，周辺地下水のアルカリ化状態について観測する。観測結果に基

づき，化学解析手法の妥当性を確認する。さらに，坑道掘削前～閉鎖後に至る水質変化を推定するための

モデル化・解析手法として整備するとともに，坑道閉鎖に伴う長期的な水質回復過程を予測する。 
 
 

 

ばね圧式アンカー・収縮用水圧ピストン 

ボーリング孔 

ファブリペロー式変位計 

測定区間長415mm〜 

シグナル 
コンディショナー 
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図3.3-5 冠水に伴う水圧回復予測解析の一例 
 

 
(3)冠水坑道周辺の物質移動特性の調査 
日本国内に分布する花崗岩では，ヨーロッパに分布する花崗岩に比べて岩盤中の割れ目本数および湧水

を伴う割れ目からの湧水量も多い傾向があり，湧水量に関わるヨーロッパの関連基準（例えば，フィンラ

ンドPosivaにおける処分坑道の“Target property”：地下水湧水量＜0.1 L/min9）など）を適用できず，日

本独自の基準が必要になる可能性がある。その判断基準を検討する上で，割れ目の連結性や処分場閉鎖後

の地下水流動が定常化した状態において，物質移動速度が遅いことなどを例示しておくことが重要と考え

られる。 
①これまでの研究成果 
冠水坑道と冠水坑道周辺のモニタリング孔にまたがる割れ目の分布および水理特性，地下水の化学特性

を把握した（図3.3-6）。 
②実施内容 
坑道冠水時には，坑道を埋め戻した場合と同様に，地下水流動が最も滞留した状態となる（厳密には斜

坑側への動水勾配はあるが，構築可能な試験環境としては最良の条件）。このような冠水状態を継続する間，

冠水坑道内に注入する地下水にトレーサー（非収着性）を添加しておき，周辺観測孔の湧水割れ目を含む

観測区間で定期的にトレーサー濃度を観測することで，物質移動に寄与する割れ目の分布やそれらの連結

性を評価するとともに，動水勾配の低い環境では湧水割れ目においても坑道から岩盤への物質移動速度が

非常に遅いことを例示する（このトレーサー試験では，観測区間の容積が大きいことから，地下水の実流

速の把握，割れ目開口幅や有効空隙率の評価のためのデータ取得は実施しない）。なお，このモニタリング

については，施設閉鎖後のモニタリングと併せて計画を検討する。 
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図3.3-6 冠水坑道周辺での水質観測結果 

 
 

(4)予察的埋め戻し試験 
この試験では，坑道埋め戻し試験，施設全体埋め戻しの事前検討のための基礎情報（主に化学影響や施

工性）を提供する。合わせて，セメント材料や埋め戻し材が周辺岩盤に与える影響および埋め戻し材の水

理・化学的プロセスに関わる基礎的な知見を提供する。これらの情報・知見は，ベントナイトに含まれる

有機物や微生物が引き起こす水－鉱物－微生物相互作用と化学影響に関わるシミュレーションコードの検

証に利用する。 
①これまでの研究成果 
水圧・水質観測孔，岩盤変位観測孔のうち下向きに掘削したボーリングピット（2 か所）を，坑道埋め

戻しに使用する可能性のある埋め戻し材として，①ベントナイト 15%＋砂 35%＋砕石 50%，②ベントナ

イト15%＋砂85%で埋め戻し，膨潤によるベントナイトの逸散を防ぐためピット上部にコンクリートで蓋

を施工した。埋め戻し材内部の物性変化について事前解析を行ったうえで，埋め戻し材内部に土圧計，水

圧計，水分計を設置した後に観測を開始し，埋め戻し材内部の飽和化挙動を計測するとともに，冠水前の

土圧，水圧，水分の分布を把握した。冠水前に実施した岩盤からの湧水量計測結果の空間分布およびピッ

ト内壁面の割れ目分布と計測した埋め戻し材の飽和化挙動との関係を確認した。上記の不均一な湧水下で

の埋め戻し材の飽和挙動や周辺岩盤への影響を評価するための解析手法の整備に資するための予察解析を

実施し，埋め戻し材の膨潤過程などのモデル化・解析に関する今後の検討の方向性を整理した。原位置で

の締固め試験を実施し，埋め戻し材ごとの施工性の違いを確認するとともに，ボーリングピットへの施工
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を通じて実際の坑道内での施工条件に関する知見を得た。埋め戻し材の室内試験（密度試験，締固め試験，

透水係数，圧密試験，膨潤圧試験，三軸非排水せん断試験）を実施し，埋め戻し材の材料特性を把握した。

ボーリングピット（1 ヵ所）の近傍に水質観測孔（約2m×4本）を掘削し，水圧・水質モニタリング装置

を設置し観測を実施した（図3.3-7）。 
 

 
図3.3-7 ボーリングピット埋め戻し試験 

 
②実施内容 
坑道冠水に伴う水圧上昇による，各種センサーの耐久性の確認を行い，埋め戻し時の観測技術の整備を

進める。坑道冠水に伴う土圧と水圧の変化の計測結果に基づき，室内試験で得られた膨潤圧と，実際にコ

ンクリートや岩盤に作用する土圧の関係性を把握し，今後の坑道埋め戻し試験および施設全体埋め戻しの

際の埋め戻し材の選定や止水壁の設計に反映する。再冠水試験後の埋め戻し材を用いた透水試験や圧密試

験を実施し，冠水に伴う埋め戻し材の材料特性の変化を把握し，今後の坑道埋め戻し試験および施設全体

埋め戻しの際の埋め戻し材の選定に反映する。計測結果，室内試験，予察解析の結果を踏まえ，不均一な

湧水下での埋め戻し材の飽和挙動や周辺岩盤への影響を評価するための解析手法（パラメータの選定や初

期条件・境界条件の設定方法なども含む）を整備し，今後の坑道埋め戻し試験および施設全体埋め戻しの

予測解析を実施する。冠水前～冠水後の埋め戻しピット周辺の水質観測を行うとともに，セメント材料，

埋め戻し材を含む周辺の岩石・地下水試料を採取し，それらが割れ目表面の鉱物，微生物特性に与える影

響（もともと存在しなかった二次鉱物やバイオマットなど）を把握する。 
 

(5)モニタリング技術開発 
坑道埋め戻し試験，施設全体の埋め戻しに活用可能な先進的モニタリング技術を活用した測定を試行し，

坑道閉鎖時のモニタリングに関わる要素技術開発を実施する。 
①これまでの研究成果 
地中無線通信技術については，（公財）原子力環境整備促進・資金管理センター（以下，原環センター）

との共同研究により，冠水坑道周辺の通信状況に関わる事前確認を行った。また，地中無線水圧センサー

を冠水坑道内に設置し，観測を実施した。 
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光給電システムでは，（株）レーザックが開発した光ファイバを利用した光給電システムについて，既

往の水温／湿度計測技術について，深度300m研究アクセス坑道において適用性確認を行った。 
チップ式化学電極については，静岡大学が開発した電気伝導度（EC）チップセンサーの耐圧試験を行い，

深度500mの水圧条件下において使用可能なことを確認した。 
埋め戻し材の密度計測技術においては，予察的埋め戻し試験におけるピット埋め戻し施工中の埋め戻し

材の水分量変化を計測し，埋め戻し材の密度変化と水分量変化の関係を整理した。この結果を基に，埋め

戻し施工中の土壌水分変化を利用した埋め戻し材密度の原位置計測技術の適用性確認を行った。 
坑道内水圧・水質モニタリング装置の地上化については，水圧・水質観測装置の電設系のみを地上に移

設し，観測を行うためのシステムを設計・製作するために，坑道内に設置してある観測装置の数量・仕様

を整理するとともに，地上化に関わる概念設計と経費の検討を行った。 
②実施内容 
地中無線通信技術については，冠水坑道において地中無線水圧センサーによる観測を継続し，無線通信

技術を用いた長期観測について，花崗岩中での適用性を確認する。その後，冠水坑道で使用したセンサー

類，送信機，受信機を回収し，予察的埋め戻し試験において埋め戻し材の中に設置し，その適用性を確認

する。並行して，無線中継器を介した通信テストを深度 500m－深度 300m－地上間で行い，使用可能距

離，期間などの確認を行うとともに，必要な機器の改良を実施する。なお，本技術開発については，国内

の研究機関（原環センターなど）との共同研究として実施する計画である。 
光給電システム・チップ式化学電極の開発については，複数のチップ式ECセンサーを光給電技術によ

り計測利用するための技術開発を行う。また，EC 以外のチップ式pH，ORP センサーの要素技術開発を

行うとともに，チップ式 EC センサーの実用化試験を行う。本研究は，静岡大学・（スイス Nagra）と共

同研究で実施する。 
(6)止水技術の確認 
止水壁の設計・施工など坑道の止水技術は，研究坑道全体の埋め戻しにおいて，段階的に坑道を閉鎖す

るために不可欠な要素技術であり，岩盤特性を踏まえた現実的な予算，工程，技術仕様を最適化するため

の基本情報となる。また，深部の高圧環境下での施工実現性を例示するものとなる。 
① これまでの研究成果 
耐差圧 5 MPa の鉄筋コンクリートの止水壁を斜坑最下部と冠水坑道の間に設置するために，止水壁に

かかる応力解析を行い（図3.3-8），その仕様（厚さ，周辺へのグラウトなど）の詳細設計と止水壁内に設

置する計測工の検討を行った。 
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図3.3-8 止水壁に関わる応力解析 

 
 

②実施内容 
止水壁内に設置した各種センサー（温度・変位・土圧・応力・鉄筋・継目）を利用して，再冠水試験時

の計測を行い止水壁の性能を確認する。また，その健全性をモニタリングする。これらの結果は，埋め戻

し試験時の止水壁の施工検討に反映する。 
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3.3.1.2 岩盤の破壊現象評価 
地下深部に空洞を掘削すると，空洞の規模の大小によらず周辺岩盤に掘削影響領域が発生する（図3.3-9，

3.3-10）。掘削影響領域では，既存割れ目の開閉あるいは空洞周辺の応力集中により新たな割れ目が発生し，

それらが物質の選択的な移動経路になる可能性がある。また，施工対策の一つであるグラウト工事におい

てもセメントミルクの注入圧力が過大であれば岩盤に新たな割れ目を生成する可能性がある。このような

岩盤のダメージの範囲や程度は環境回復評価の上でも重要なパラメータとなる。 
(1)これまでの研究成果 
 釜石鉱山における原位置試験研究で実施した掘削影響試験では，発破などの掘削行為以外に坑道周辺に

再配分された応力の集中による物理的損傷（破壊現象）も生じていた。このような現象は，岩盤への損傷

を最小にする掘削工法を用いたとしても生じることから，その範囲や物性変化のメカニズム・程度を把握

することが重要である。このため，比較的細粒の大島花崗岩を用いた空洞を有する岩石試料の載荷試験な

どを実施し，損傷範囲や物性変化の程度および破壊のメカニズムやそのモデル化手法に関する検討を実施

してきている。 
(2)実施内容 
上記の背景を踏まえて，主に空洞周辺に生じる可能性のある破壊現象を対象に，本研究では，以下の 2

項目を実施する。 
①近接大口径ボーリング孔の掘削による孔壁破壊現象の観察 
大口径ボーリング孔を近接させて掘削することにより，通常よりも大きな応力集中を発生させてそれに

よる破壊現象の程度や範囲を把握・評価する技術を構築する。 
i)大口径ボーリング孔の掘削・計測 
 ・ボーリング孔の掘削（φ98〜254mm，掘削長3m程度のボーリング孔，数本） 
 ・コア観察，BTV観察 
 ・改良型キャリパー検層による孔径計測 

ii)加速試験 
 ・近接孔の掘削・計測（必要に応じ加熱することによる破壊領域の生成を試みる） 

iii)粘性流体注入による割れ目進展挙動の観察 
粘性の異なる流体注入により人為的に割れ目を生成させ，その範囲や破壊の程度を把握・評価する技術

を構築する。 
②岩盤の破壊現象を含む長期岩盤挙動の評価手法の開発 
コンプライアンス可変方程式 10)を用いた数値解析による，坑道周辺岩盤の時間依存的挙動を予測する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
図3.3-9 孔壁の破壊状況（東濃鉱山）      図3.3-10 破壊限接近度と破壊までの寿命の関係 
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3.3.1.3 500m坑道での埋め戻し試験 
①これまでの研究成果 
高レベル放射性廃棄物の地層処分においては，人工バリアの構成要素のひとつである緩衝材や坑道の埋

め戻し材は，坑道などが放射性核種の選択的な移行経路となることを防ぐことや，廃棄体や坑道の力学的

安定性を確保するために重要な役割を担う。このため、諸外国において，緩衝材の設置に関する検討や原

位置試験，坑道閉鎖に用いられるプラグの施工試験が精力的に行われてきた（カナダURL：Tunnel Sealing 
Experiment, Enhanced Sealing Project，スウェーデンÄspö HRL：Backfill and Plug Test, Prototype 
Repository，スイス：DOPASプロジェクト，など多数）が，水平坑道の埋戻しについての原位置試験は，

スウェーデン Äspö HRL における Backfill and Plug Test に見られる程度であり，参照事例は多くはな

い。 
このため，坑道の埋め戻しにより，乱された地質環境が回復する過程で生じる様々な現象や，それによ

る多重バリアシステムへの影響については不確実な部分が残されているのが現状である。加えて，直近に

改訂された高レベル放射性廃棄物最終処分の基本方針 11)では，「基本的に最終処分に関する政策や最終処

分事業の可逆性を担保することとし，今後より良い処分方法が実用化された場合等に将来世代が最良の

処分方法を選択できるようにする。このため，機構は，特定放射性廃棄物が最終処分施設に搬入された

後においても，安全な管理が合理的に継続される範囲内で，最終処分施設の閉鎖までの間の廃棄物の搬

出の可能性(回収可能性)を確保するものとする」とされており，回収可能性の維持のために，長期間坑道

を維持した後の埋め戻し後から徐々に地質環境が回復する過渡期の現象理解も，安全評価などの初期条件

の設定において重要な課題の一つと認識されている。この現象理解は、具体的には以下のような課題解決

のために寄与するものと考えられる。 
・長期的な通気や地下水の排水による天然バリアの不飽和化とそれらが埋め戻し後に回復するまでの

間の人工バリアシステム（ガラス固化体、オーバーパック、緩衝材、埋め戻し材、プラグ）の長期

健全性に及ぼす影響の評価 
・天然バリア中の地下水面低下による水質の異なる地下水（地表付近の酸化水を含む）の流入などの

化学的変化とそれが人工バリアや天然バリアの性能（例えば割れ目表面の核種移行特性など）に及

ぼす影響の評価 
・長期的な坑道の維持に伴う支保材料（コンクリート支保工やロックボルト）の劣化とそれに伴う空

洞安定性維持への影響および埋め戻し時の支保材料の取扱い（支保の劣化の程度によっては地上ま

で直結する水みちにならないよう撤去する可能性もあり） 
 

②実施内容 
上記の背景を踏まえて，坑道埋め戻しに伴う地質環境の変化の把握に関連する基盤技術を整備すること

と，瑞浪超深地層研究所における埋戻しの計画策定に反映するため，以下の目的で埋戻し試験を実施する。 
i）瑞浪超深地層研究所を利用した地下施設の埋戻しの技術開発 
ⅱ）地下施設埋め戻し後の埋め戻し部分の地質環境の変化に関する知見の整備と調査技術開発 

a)坑道埋め戻し試験 
 既設の水平坑道を利用して，研究坑道埋め戻し計画案の詳細設計を行うための埋め戻し試験を行う。

概略的な試験内容は以下の通り 
 埋め戻し材料選定のための各種室内試験 
 坑道埋め戻し 
 埋め戻し後仕様を満たしているかどうかの確認（ボーリングによるサンプリングと室内試験） 
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b)坑道埋め戻し試験結果に基づく研究坑道埋め戻し計画の概念設計 
a)の結果と上述の基本的考え方を考慮し，研究坑道全体の埋め戻し計画案の概念設計を行う。また，立

坑部プラグ（立坑地表部に設置することになると想定されるコンクリート製の蓋）の代替技術の選定やそ

の施工試験計画の検討も併せて実施する。 
c) 研究坑道埋め戻し計画の詳細設計と埋め戻し後の環境回復などに関する事前予測 

b)で実施した概念設計に基づき，研究坑道埋め戻し計画の詳細設計を行うとともに，その結果を踏まえ

た環境回復に関する事前予測（水圧，水質分布）を行う。 
坑道埋め戻し試験の実施場所については，深度500m研究アクセス北坑道または同南坑道の水平坑道な

どが考えられる。 
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3.3.2 モニタリング技術の開発 
3.3.2.1 目的 
坑道埋め戻しについては，海外において小規模の実施例があるものの，施設全体の埋め戻しを伴う研究

は世界初の事例となる。実際の処分場では，物質移動経路となり得るモニタリング孔を数多くは掘削でき

ないため，施設埋め戻し後の環境条件が安全評価上問題のない範囲に収束すること，その範囲を確認する

ためにはどのようなモニタリングが必要になるかを，処分場と同様の地下施設で例示しておくことが必要

である。    
ヨーロッパの地層処分関連機関や MoDeRn プロジェクトなどでは，処分場の一角にモニタリングサイ

トを設けて中長期的なモニタリングを行う考え方が提起されており，MIUで例示されるモニタリング技術，

経験的ノウハウは，世界的にも研究開発ニーズに応える重要なものとなる。また，このような観測は，亜

炭廃坑の地盤沈下事例（例えば，岐阜県御嵩町周辺）のような事後環境アセスメントの不備による社会問

題の発生に備えるものとしても貴重である。研究所用地周辺における現在の花崗岩中の地下水位は，研究

坑道掘削前に比べて約150m低下しており，研究坑道埋め戻し後は地下水位が掘削前の状態と同様になる

かどうかも，重要な課題である。 
大規模地下施設の建設から閉鎖後までの周辺地質環境の変化は，瑞浪超深地層研究所の研究坑道を事例

とすると，図3.3-11のように想定される。これらの変化のモニタリングに関わる研究開発の計画立案にお

いては，以下を検討の前提とする。 
・埋め戻し開始は平成32年4月，終了は平成34年1月。 
・国内外専門家（原環センター，ヨーロッパの関連機関から構成されるMoDeRnなど）のレビューを受 
けるとともに，坑道の埋め戻し試験などの結果に基づいて柔軟に計画を見直す。 

・可能な限り外部ニーズを反映する（例えば，研究用途以外の地中熱関連モニタリングなど）。それらに応 
じて，埋め戻し後のモニタリング期間は，5年間程度は必要と考えられるが，環境回復の予測や観測の 
結果などを踏まえて検討する。モニタリング孔は最終的に埋め戻す。 
 

 
図3.3-11 研究坑道の建設～閉鎖後の周辺の地質環境変化のイメージ 
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3.3.2.2 実施内容 
モニタリングは，実施時期ごとに以下のように分類される。 

①H27～31年度のモニタリング 
i. 研究所周辺の地上観測孔における水圧・水質モニタリング 
ii. 坑道周辺の地下観測孔における水圧・水質・岩盤変位モニタリング 
iii. 坑道での埋め戻し試験における埋め戻し材・岩盤の土圧・水圧・水分・透水性・密度モニタリング 
②研究坑道全体の埋め戻し時のモニタリング 
i. 埋め戻し材および既存吹付・立坑背面の止水性モニタリング（実施場所は埋め戻し材の種類，配置に

依存。なお，坑道の一部埋め戻し試験において，止水性などの達成目標を保証できる施工方法が確立でき

た場合は，埋め戻し材のモニタリングは不要。） 
ii. 坑道周辺の岩盤変位（堆積岩部で膨張性粘土材料を使用した場合） 
③研究坑道全体の埋め戻し時・後のモニタリング 
i. 研究所周辺の地上観測孔における水圧・水質モニタリング 
ii. 坑道周辺の地下観測孔（観測の地上化が必要）における水圧・水質・岩盤変位モニタリング 
iii. 地震動のモニタリング 
  

 
①H27～31年度のモニタリング 
i) 研究所周辺の地上観測孔における水圧・水質モニタリング 
地上から掘削された観測孔（MSB1~4号孔，MIZ-1号孔，MIU1~4号孔，AN-1,3号孔）において，水

圧（一部の観測孔では水質も含む）の定期観測を行い，平成 31 年度までの研究坑道維持管理期間におけ

る周辺地下水の変化を把握する。それらのデータを取りまとめ，平成 31 年度以降の研究坑道全体の埋め

戻しに先立つ初期状態を理解する。なお，広域地下水流動研究により掘削されたDH-2，DH-15号孔のデ

ータも参照する。 
ii) 坑道周辺の地下観測孔における水圧・水質・岩盤変位モニタリング 
深度 200～500m に設けられた既存の水圧・水質観測孔（図 3.3-12）において，水圧・水質の定期観測

を行い，平成 31 年度までの研究坑道維持管理期間における周辺地下水の変化を把握するこれらのデータ

を取りまとめ，平成 32 年度以降の研究坑道全体の埋め戻しに先立つ初期状態を理解する。主に冠水坑道

（図3.3-13）において，冠水・減圧・冠水により水圧回復過程の観察を行うとともに，周辺観測孔での定

期的な透水試験により割れ目の透水性変化を観察する。また，花崗岩による地下水の還元緩衝能力および

吹付セメントによる地下水のアルカリ化プロセスを評価するため，冠水坑道内の地下水を対象として，定

期的に物理化学パラメータの測定と地下水の水質分析を行う。加えて，坑道冠水時の岩盤変位の長期観測

を行う。なお，水圧の観測には，原子力機構が開発した水圧・水質モニタリング装置に加えて，原環セン

ターにより開発された地中無線式のモニタリング装置による観測を行う。 
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図3.3-12 研究坑道における既存ボーリング孔 
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図3.3-13 冠水坑道周辺における各種観測装置 

 
iii) 坑道埋め戻し試験における埋め戻し材・岩盤の土圧・水圧・水分・透水性・密度モニタリング 
冠水坑道の観測孔埋め戻しピットにおいて，埋め戻し材中の土圧・水圧・水分のモニタリングを継続し

て行い，モニタリングに関わる観測機材の長期適用性を確認する。 
坑道埋め戻し試験において，埋め戻し材および周辺岩盤の物性（密度や透水性，化学特性など）のモニ

タリングを行い，坑道埋め戻し時に担保すべき物性条件を満たしているか確認する。なお，坑道のコンク

リート吹付背面（EDZを含む）の水みちとしての機能について確認するため，埋め戻し試験を実施してい

る坑道周辺の吹付を対象として，定期的に地中レーダーによる空間の有無，形状の調査を行う。モニタリ

ングによりコンクリート吹付背面に水みちの形成が確認された場合は，水みちを遮断するためのセメント，

樹脂充填やプラグ施工方法について検討し，坑道全体埋め戻しの施工計画に反映する。 
 

②研究坑道の全体埋め戻し時のモニタリング 
坑道埋め戻し時のモニタリングに関わる研究開発計画の立案においては，研究坑道の全体埋め戻し工事

の工期や埋め戻し方法などを検討の前提とする必要がある。例えば，細谷ほか（2015）12)では，埋め戻し

方法の一例として埋め戻し設計案や工期を例示している。しかしながら，現段階では埋め戻し方法は確定

しておらず，今後，坑道の埋め戻し試験の結果や埋め戻し工期，予算，地域との約束など様々な社会的，

経済的制約条件を踏まえながら，埋め戻し方法の詳細が具体化されていくことになる。そのため，施工管

理に関わるもの，処分事業や安全規制への成果の反映を念頭において例示しておくべき必須の項目として，

埋め戻し材の特性評価，吹付・立坑背面の EDZ の止水性確認のためのモニタリングに関わる研究開発計

画について立案し，その他の今後，課題が明確になってくる項目については，その都度，研究開発計画に

反映することする。 
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③研究坑道の全体埋め戻し時・後のモニタリング 
i) 研究所周辺の地上観測孔における水圧・水質モニタリング 
地上から掘削された観測孔（MSB1~4号孔，MIZ-1号孔，MIU1~4号孔，AN-1,3号孔）において，水

圧（一部の観測孔では水質も含む）の定期観測を行い，研究坑道全体埋め戻し後の地質環境（水圧・水質

など）の変化，定常化過程のモニタリングを行う。平成34年度以降の環境回復のモニタリング期間は第3
期中長期計画末までの環境回復の予測や観測の結果など踏まえて確定する。モニタリング終了後は，観測

孔については，原則閉塞することとし，その方法は石油井で一般的に行われている方法を基本とする。な

お，広域地下水流動研究により掘削されたDH-2，DH-15号孔のデータも参照する。 
 

ii) 坑道周辺の地下観測孔における水圧・水質・岩盤変位モニタリング 
ii-1) 既存モニタリング装置の地上化 
研究坑道全体埋め戻し後の事後環境アセスおよび地質環境回復過程を確認するため，研究坑道に設置さ

れた既存のモニタリング装置を活用して，坑道埋め戻し後も，地上から各深度の水圧・水質・岩盤変位を

観測可能な観測設備の設計・製作・設置を行う。 
ii-2) モニタリング項目・区間の選定 
坑道内モニタリング装置の地上化設計・製作，埋め戻し設計，予察的な地下水流動解析の結果に基づき

モニタリングを実施する項目・区間を選定する。 
 
④深層ボーリング孔の閉塞技術開発 
平成 34 年度までに，広域地下水流動研究の観測孔および坑道内の観測孔に設置されている地上化を行

わないモニタリング装置を順次，撤去し，ボーリング孔を閉塞する。なお，撤去・ボーリング孔閉塞は，

石油井で一般的に行われている方法で行うことを基本とする。 
平成34年度以降もモニタリングを継続するボーリング孔については，モニタリングが終了した段階で，

それまでに整理されたボーリング孔閉塞技術により，モニタリング孔を閉塞する。 
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4. 試験等スケジュール 
 

 各課題に対する試験などのスケジュール（案）を表 4-1 に示す。本スケジュールについては，研究の進

捗状況などに基づき適宜見直していく。 
 
 

表4-1 試験等スケジュール（案） 
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5. 成果の取りまとめ 
 

必須の研究開発課題に関する研究成果については，学会発表，研究開発報告書により積極的に公開する

とともに，学会誌への論文投稿を積極的に進める。あわせて，ホームページを活用したリアルタイムでの

成果の公表を進める。また，国内外の大学や研究機関との研究協力，共同研究を積極的に進めるとともに，

共同研究などの枠組みを活用した研究成果のレビューを受け，研究成果の品質向上に努める。 
研究成果については，第2期中期計画期間中の成果と同様に成果報告書として取りまとめる。 
 

おわりに 
 

超深地層研究所計画について，機構改革の中で抽出された必須の課題に関する調査研究計画を策定した。

本計画書において示した試験内容については，地層処分計画の国による見直し，放射性廃棄物 WG およ

び地層処分技術WGの取りまとめなど地層処分事業の進捗を踏まえて，適宜見直しを行う予定である。 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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